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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第41期 

第２四半期 
連結累計期間 

第42期 
第２四半期 

連結累計期間 
第41期 

会計期間 
自平成25年４月１日 

至平成25年９月30日 

自平成26年４月１日 

至平成26年９月30日 

自平成25年４月１日 

至平成26年３月31日 

売 上 高 (千円) 39,695,145 35,154,013 86,363,771 

経 常 利 益 (千円) 2,697,207 1,479,159 5,660,115 

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 (千円) 1,646,383 973,535 3,261,717 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,615,289 1,055,279 3,218,652 

純 資 産 額 (千円) 23,134,539 24,977,362 24,308,945 

総 資 産 額 (千円) 78,974,909 88,352,657 85,852,104 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 46.09 27.02 91.13 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
(円) 45.84 26.99 90.70 

自 己 資 本 比 率 (％) 29.3 28.2 28.3 

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 1,967,709 △2,410,155 △3,453,110 

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △838,990 △929,431 △1,501,464 

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △2,103,115 2,528,890 4,224,289 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 

四 半 期 末 （ 期 末 ） 残 高 
(千円) 9,557,957 8,991,370 9,802,067 

 

回次
第41期

第２四半期
連結会計期間

第42期

第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年７月１日 

至平成25年９月30日 

自平成26年７月１日 

至平成26年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 25.05 13.34 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税増税直後の需要の反動減の影響を受けたものの、政府

主導による経済政策や金融緩和政策を背景に景気回復は底堅い動きで推移しました。

 不動産業界におきましては、消費税増税前の駆け込み需要による反動減や建築コストの高騰により、分譲マンシ

ョンを中心に需要は低迷しました。 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の当第２四半期連結累計期間の売上高は、消費税増税前の駆け込み需要の

反動減により、35,154百万円（前年同期比11.4％減）となり、前年同期を下回りました。また、主として自由設計

住宅・分譲マンションの引渡しが減少したことから、営業利益・経常利益・四半期純利益とも前年同期を下回る結

果となりました。 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 分譲住宅セグメントにおいては、当第２四半期連結累計期間の自由設計住宅の受注契約戸数は298戸（前年同期

は309戸）、分譲マンションの受注契約戸数は160戸（前年同期は269戸）となり、消費税増税前の駆け込み需要の

反動の影響を受けて減少しました。当セグメントの業績は、主として、当第２四半期連結累計期間の自由設計住宅

の引渡しが246戸（前年同期は325戸）・分譲マンションの引渡しが93戸（前年同期は224戸）に留まったことによ

り売上高11,910百万円（前年同期比36.2％減）、セグメント利益554百万円（前年同期比72.4％減）となり大幅に

減少しました。 

 住宅流通セグメントにおいては、中古住宅の受注契約戸数が前年同期に比べ25戸増加したことにより、当セグメ

ントの受注契約高は298百万円増加し12,875百万円（前年同期比2.4％増）となりました。しかしながら、売上高に

おいては中古住宅の引渡戸数が16戸増加したものの新築建売住宅の引渡戸数が36戸減少し12,459百万円（前年同期

比0.9％増）となり、セグメント利益は、利益率の高い新築建売住宅の減少により332百万円（前年同期比14.7％

減）となりました。

 土地有効活用セグメントにおいては、「賃貸住宅等建築請負」の受注契約高は消費税増税後の影響を受け3,043

百万円（前年同期比37.7％減）となりましたが、一方で、「個人投資家向け一棟売賃貸アパート」の販売が好調に

推移し、受注契約高は4,161百万円（前年同期比51.6％増）と大幅に増加しました。また、前連結会計年度末にお

ける豊富な受注残の案件引渡しが順調に進み、売上高は5,355百万円（前年同期比46.2％増）、セグメント利益は

589百万円（前年同期比32.0％増）となり大幅に増加しました。 

 賃貸及び管理セグメントにおいては、主として土地有効活用事業にリンクした賃貸物件及び分譲マンション引渡

しに伴い管理物件の取扱い件数が増加したことと、前連結会計年度に開始しました中古住宅アセット事業による中

古賃貸物件の増加により、当セグメントの売上高は5,194百万円（前年同期比10.0％増）となり、セグメント利益

は455百万円（前年同期比59.4％増）となりました。 

 注文住宅セグメントにおいては、当第２四半期連結累計期間の引渡し戸数は11戸（前年同期は13戸）、売上高は

233百万円（前年同期比20.7％減）と減少しましたが、前連結会計年度における不採算の住宅展示場の閉鎖整理に

より収益性が改善したため、セグメント利益は17百万円（前年同期は３百万円のセグメント損失）を計上いたしま

した。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は35,154百万円（前年同期比11.4％減）となり、営業

利益は1,498百万円（前年同期比44.8％減）、経常利益は1,479百万円（前年同期比45.2％減）、四半期純利益は

973百万円（前年同期比40.9％減）となりました。

- 2 -



(2）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

810百万円減少し、8,991百万円（前年同四半期末残高9,557百万円）となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により使用した資金は2,410百万円（前年同期は1,967百万円の獲得）となりました。これは主に、税

金等調整前四半期純利益1,445百万円等による資金の増加と、たな卸資産の増加額1,724百万円及び法人税等の支

払額1,725百万円等による資金の減少を反映したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金は929百万円（前年同期比10.8％増）となりました。これは主に、有形固定資産

の取得による支出895百万円及び無形固定資産の取得による支出14百万円等による資金の減少を反映したもので

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により得られた資金は2,528百万円（前年同期は2,103百万円の使用）となりました。これは主に、短

期借入金・長期借入金の純増加額3,192百万円、社債の償還による支出260百万円及び配当金の支払額466百万円

等による資金の減少を反映したものであります。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

 該当事項はありません。

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 105,000,000

計 105,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 36,849,912 36,849,912
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 36,849,912 36,849,912 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成26年６月18日

新株予約権の数（個） 2,524

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,262,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 647

新株予約権の行使期間
自  平成27年２月１日

至  平成28年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格       647

資本組入額      324

新株予約権の行使の条件

（1）新株予約権者は、権利行使時において、当社の取

締役、監査役及び当社並びに当社子会社の従業員の

地位にあることを要す。ただし、取締役、監査役が

任期満了により退任した場合、従業員が定年により

退職した場合にはこの限りではない。また、当社取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

でない。

（2）その他権利行使の条件は、「新株予約権割当契約

書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項

（1）譲渡による新株予約権の取得については、当社取

締役会の決議による承認を要するものとする。

（2）その他の詳細は、「新株予約権割当契約書」に定

めるところによる。 

代用払込みに関する事項 ――――――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

 組織再編に際して定める契約書又は計画書等に以下

に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定め

る株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

（1）合併（当社が消滅する場合に限る。） 

 合併後存続する株式会社又は合併により設立する

株式会社 

（2）吸収分割 

 吸収分割をする株式会社がその事業に関して有す

る権利義務の全部又は一部を承継する株式会社 

（3）新設分割 

 新設分割により設立する株式会社 

（4）株式交換 

 株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取

得する株式会社 

（5）株式移転 

 株式移転により設立する株式会社 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 36,849 － 4,872,064 － 2,232,735

 

（６）【大株主の状況】

    平成26年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社フレックス 大阪府泉佐野市日根野7185－10 3,422 9.29 

一般社団法人今井光郎幼児教育会 大阪府岸和田市土生町１丁目４番23号 2,680 7.27 

株式会社フジ住宅従業員共済会 大阪府泉佐野市日根野7185－10 2,561 6.95 

フジ住宅取引先持株会 大阪府岸和田市土生町１丁目４番23号 1,900 5.16 

今井 光郎 大阪府泉佐野市 1,072 2.91 

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（退職給付信託紀陽銀行口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,012 2.75 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（退職給付信託・株式会社
池田泉州銀行口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 681 1.85 

資産管理サービス信託銀行株式会社
（年金信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－12 681 1.85 

フジ住宅従業員持株会 大阪府岸和田市土生町１丁目４番23号 630 1.71 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 606 1.65 

計 ―― 15,247 41.38 

（注）１．上記のほか、自己株式が762千株あります。

２．株式会社フレックスは、平成26年９月19日付で株式会社今井光郎に商号変更しております。なお、名義変更

手続きについては未完了となっております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式   － － －

議決権制限株式（自己株式等）   － － －

議決権制限株式（その他）   － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 762,600 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,074,900 360,749 同上

単元未満株式 普通株式 12,412 －
１単元（100株）
未満の株式

発行済株式総数   36,849,912 － －

総株主の議決権   － 360,749 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

フジ住宅株式会社
大阪府岸和田市土生
町１丁目４番23号

762,600 － 762,600 2.07

計 － 762,600 － 762,600 2.07

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 9,802,067 8,991,370 

完成工事未収入金 98,995 216,753 

販売用不動産 17,441,319 18,671,552 

仕掛販売用不動産 13,245,718 16,313,460 

開発用不動産 35,387,205 32,921,146 

未成工事支出金 78,608 79,494 

貯蔵品 27,928 28,691 

繰延税金資産 506,351 381,096 

その他 867,464 1,710,382 

貸倒引当金 △28,403 △29,645 

流動資産合計 77,427,255 79,284,302 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,927,585 3,058,155 

機械装置及び運搬具（純額） 0 0 

工具、器具及び備品（純額） 144,276 137,453 

土地 4,202,479 4,569,414 

リース資産（純額） 11,246 8,290 

建設仮勘定 3,600 19,085 

有形固定資産合計 7,289,187 7,792,400 

無形固定資産 55,385 62,425 

投資その他の資産    

投資有価証券 515,684 604,132 

長期貸付金 95,678 89,706 

その他 470,481 521,199 

貸倒引当金 △1,570 △1,508 

投資その他の資産合計 1,080,275 1,213,529 

固定資産合計 8,424,848 9,068,355 

資産合計 85,852,104 88,352,657 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金 2,413,723 3,053,971 

電子記録債務 353,966 345,906 

短期借入金 18,028,630 21,592,831 

1年内償還予定の社債 520,000 420,000 

リース債務 5,362 4,267 

未払法人税等 1,763,854 366,123 

前受金 3,940,700 4,226,575 

賞与引当金 156,930 166,510 

その他 2,835,868 2,202,423 

流動負債合計 30,019,037 32,378,610 

固定負債    

社債 260,000 100,000 

長期借入金 31,023,943 30,652,070 

リース債務 6,445 4,686 

繰延税金負債 1,574 7,769 

再評価に係る繰延税金負債 61,208 61,208 

その他 170,950 170,950 

固定負債合計 31,524,121 30,996,684 

負債合計 61,543,158 63,375,295 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,872,064 4,872,064 

資本剰余金 5,528,377 5,551,916 

利益剰余金 14,237,084 14,743,725 

自己株式 △280,991 △229,257 

株主資本合計 24,356,534 24,938,448 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △128,581 △46,837 

土地再評価差額金 66,342 66,342 

その他の包括利益累計額合計 △62,238 19,504 

新株予約権 14,650 19,409 

純資産合計 24,308,945 24,977,362 

負債純資産合計 85,852,104 88,352,657 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 39,695,145 35,154,013 

売上原価 32,378,622 28,970,144 

売上総利益 7,316,523 6,183,869 

販売費及び一般管理費    

販売手数料 557,750 608,819 

広告宣伝費 1,003,992 1,000,188 

販売促進費 54,260 32,808 

給料及び賞与 1,296,104 1,256,839 

貸倒引当金繰入額 11,194 6,624 

賞与引当金繰入額 83,713 93,126 

事業税 29,800 21,500 

消費税等 139,134 172,116 

減価償却費 37,936 39,451 

賃借料 185,552 193,336 

その他 1,203,903 1,260,596 

販売費及び一般管理費合計 4,603,341 4,685,409 

営業利益 2,713,181 1,498,459 

営業外収益    

受取利息 1,228 1,113 

受取配当金 12,888 13,673 

受取手数料 91,357 93,941 

違約金収入 13,588 12,350 

その他 32,154 60,152 

営業外収益合計 151,218 181,231 

営業外費用    

支払利息 156,091 183,883 

その他 11,100 16,647 

営業外費用合計 167,192 200,530 

経常利益 2,697,207 1,479,159 

特別利益    

固定資産売却益 192 － 

特別利益合計 192 － 

特別損失    

固定資産売却損 － 33,555 

固定資産除却損 1,957 222 

特別損失合計 1,957 33,777 

税金等調整前四半期純利益 2,695,441 1,445,382 

法人税、住民税及び事業税 951,300 347,100 

法人税等調整額 97,758 124,746 

法人税等合計 1,049,058 471,846 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,646,383 973,535 

少数株主利益 － － 

四半期純利益 1,646,383 973,535 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,646,383 973,535 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △31,093 81,743 

その他の包括利益合計 △31,093 81,743 

四半期包括利益 1,615,289 1,055,279 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,615,289 1,055,279 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 2,695,441 1,445,382 

減価償却費 151,825 148,066 

有形固定資産売却損益（△は益） △192 33,555 

有形固定資産除却損 1,957 222 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,919 1,180 

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,620 9,580 

受取利息及び受取配当金 △14,117 △14,786 

支払利息 156,091 183,883 

売上債権の増減額（△は増加） △46,151 △117,758 

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,359,799 △1,724,385 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △77,215 △838,912 

仕入債務の増減額（△は減少） 1,357,125 632,187 

その他債務の増減額(△は減少) 464,936 △356,391 

その他 26,275 86,595 

小計 2,355,478 △511,582 

利息及び配当金の受取額 14,117 14,786 

利息の支払額 △164,517 △188,086 

法人税等の支払額 △237,368 △1,725,272 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,967,709 △2,410,155 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △840,916 △895,600 

有形固定資産の売却による収入 26,497 6,678 

無形固定資産の取得による支出 △23,753 △14,473 

貸付金の回収による収入 2,418 5,972 

その他 △3,236 △32,008 

投資活動によるキャッシュ・フロー △838,990 △929,431 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,234,000 2,351,460 

長期借入れによる収入 8,268,850 7,791,000 

長期借入金の返済による支出 △10,998,550 △6,950,131 

社債の償還による支出 △360,000 △260,000 

自己株式の売却による収入 112,617 66,757 

自己株式の取得による支出 － △109 

リース債務の返済による支出 △4,741 △3,191 

配当金の支払額 △355,290 △466,894 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,103,115 2,528,890 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △974,396 △810,696 

現金及び現金同等物の期首残高 10,532,353 9,802,067 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 9,557,957 ※ 8,991,370 
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【注記事項】

（追加情報）

（有形固定資産から販売用不動産への振替）

 所有目的の変更により、有形固定資産の一部を販売用不動産に振替いたしました。その内容は以下のとおり

であります。

 
前連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

建物及び構築物 37,056千円 40,704千円

土地 60,453 68,473

計 97,510 109,178

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

顧客の住宅つなぎローンに対する保証 4,445,950千円 992,500千円

 当社の分譲住宅引渡し時点において、顧客の住宅ローンに係るつなぎローン資金（金融機関の抵当権設

定前に当社が受領するローン資金）を受領しております。物件の引渡し後、顧客が住所移転を完了し、物

件の所有権移転が行われ、その後融資金融機関が抵当権の設定をするまでの期間（平均20日から30日程

度）、当該つなぎローンの融資金融機関に対し、連帯保証を行っております。

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日）

 当社が属する不動産業界におきましては、一般に、マンション・住宅等の引渡し(売上計上)時期は第４四半

期、特に３月に集中する傾向があります。当社は、不動産販売事業における戸建住宅を中心とした引渡し時期

の平準化に努めており、前第２四半期連結累計期間実績及び当第２四半期連結累計期間実績の年間売上予想に

対する実績進捗率はそれぞれ49.6％及び43.9％となりました。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 9,557,957千円 8,991,370千円

現金及び現金同等物 9,557,957 8,991,370
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月19日

定時株主総会
普通株式 355,290千円 10円 平成25年３月31日 平成25年６月20日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月31日

取締役会
普通株式 465,660千円 13円 平成25年９月30日 平成25年11月22日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月18日

定時株主総会
普通株式 466,894千円 13円 平成26年３月31日 平成26年６月19日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月31日

取締役会
普通株式 469,134千円 13円 平成26年９月30日 平成26年11月28日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  分譲住宅 住宅流通 土地有効活用 賃貸及び管理 注文住宅 

売上高            

外部顧客への売上高 18,668,859 12,348,252 3,663,079 4,720,810 294,143 39,695,145 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － － － － 

計 18,668,859 12,348,252 3,663,079 4,720,810 294,143 39,695,145 

セグメント利益又は損失（△） 2,010,464 390,315 446,218 285,856 △3,901 3,128,953 
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 3,128,953  

セグメント間取引消去 33,100  

全社費用（注） △448,872  

四半期連結損益計算書の営業利益 2,713,181  

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  分譲住宅 住宅流通 土地有効活用 賃貸及び管理 注文住宅 

売上高            

外部顧客への売上高 11,910,642 12,459,982 5,355,761 5,194,346 233,280 35,154,013 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － － － － 

計 11,910,642 12,459,982 5,355,761 5,194,346 233,280 35,154,013 

セグメント利益 554,849 332,914 589,144 455,658 17,382 1,949,948 

（注）追加情報に記載のとおり、所有目的の変更により、有形固定資産の一部を販売用不動産に振替いたしましたが、こ

の変更に伴うセグメント利益に与える影響はありません。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 1,949,948  

セグメント間取引消去 29,500  

全社費用（注） △480,988  

四半期連結損益計算書の営業利益 1,498,459  

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 46円09銭 27円02銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 1,646,383 973,535

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,646,383 973,535

普通株式の期中平均株式数（千株） 35,724 36,024

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 45円84銭 26円99銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 190 45

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―――――  平成26年６月18日開催の定

時株主総会において決議され

た新株予約権（新株予約権の

個数2,524個）

 この概要は、「第３ 提出

会社の状況 １株式等の状況

（2）新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成26年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………469,134千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………13円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年11月28日

 （注） 平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

    平成26年10月31日

フジ住宅株式会社    

 

  取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 辻内 章   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 藤川 賢   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフジ住宅株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フジ住宅株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


